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(百万円未満切捨て)

(1) 経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 21年3月期 18,842 △0.6 3,088 30.9 3,116 30.8 1,751 26.7

 20年3月期 18,950 18.7 2,359 △23.1 2,383 △22.7 1,382 △20.7

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 21年3月期 100 58 － － 16.1 16.8 16.4

 20年3月期 79 39 － － 14.6 13.7 12.5

(参考) 持分法投資損益 21年3月期 －百万円 20年3月期 －百万円

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

 21年3月期 18,433 11,651 63.2 669 06

 20年3月期 18,631 10,092 54.2 579 39

(参考) 自己資本 21年3月期 11,651百万円 20年3月期 10,092百万円

(3) キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

 21年3月期 2,603 △3,299 593 334

 20年3月期 2,706 △2,102 △881 436

１株当たり配当金
配当金総額 
(年間)

配当性向
純資産
配当率(基準日)

第１ 
四半期末

第２ 
四半期末

第３
四半期末

期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

 20年3月期 － － 5 00 － － 5 00 10 00 174 12.6 1.8

 21年3月期 － － 5 00 － － 5 00 10 00 174 9.9 1.6

 22年3月期 
(予想)

－ － 3 00 － － 3 00 6 00 19.0

(％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 5,700 △55.8 350 △82.7 350 △82.9 180 △83.7 10 32

通 期 12,600 △33.1 1,000 △67.6 1,000 △67.9 550 △68.6 31 57
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4. その他 

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         無 

〔(注) 詳細は、14ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。〕 

  

 
(注)１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、25ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

  

 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で
あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、3ページ「1.経
営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
  

  

(1) 重要な会計方針の変更

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 21年3月期 17,446,000株 20年3月期 17,446,000株

② 期末自己株式数 21年3月期 31,250株 20年3月期 27,050株
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 （当期の経営成績） 

当事業年度におけるわが国経済は、世界経済の悪化と金融市場の混乱から円高や株安となり、個人消
費は節約志向を強めたことから企業業績や雇用環境は急速に悪化し、その深刻さを増しております。 
 当社の属する普通鋼電炉業界におきましては、国内外の急速な需要の減少から1月の粗鋼生産はピーク
時の半分以下に落ち込む状況となり2月以降も大幅な減産が続いております。 
 当社といたしましては、このような環境下、同業他社に先駆けて大幅な減産を行い、需要に見合った
生産に徹し製品や原材料等すべての在庫圧縮を積極的に進め、市況下落による評価損の回避に努めまし
た。さらには、大幅な減産による空き時間を、雇用調整助成金制度を利用した全社員教育を行なうなど
更なる社員の力量向上にも努めました。 
 当事業年度の売上高は、第2四半期までは大幅な増収でありましたが、第3四半期以降の世界経済の急
速な悪化から国内外の販売数量が大幅に落ち込んだことから、最終的には前期実績比横ばいの18,842百
万円（前期実績18,950百万円）となりました。しかし、大幅な減産によるコストアップはありましたも
のの、原材料価格の下落スピードが速かったことや販売価格は段階的に引下げしたこともあり営業利益
は、3,088百万円（前期実績2,359百万円）と30.9％増加しました。経常利益は、自己資金の運用益が増
加し3,116百万円（前期実績2,383百万円）と30.8％増加いたしました。当期純利益は、経常利益の増加
に伴い1,751百万円（前期実績1,382百万円）と26.7%増加いたしました。 

(次期の見通し） 

今後の見通しにつきましては、各国政府による経済対策が断続的に行なわれているものの、効果が出
てくるまでには時間がかかりそうなことから、引き続き需要は低迷することが予想されます。さらに
は、原料である鉄スクラップや原油価格が上昇基調であることから、厳しい収益環境が続くものと思わ
れます。 
 当社といたしましては、このような状況のもと、販売面ではきめ細かな顧客対応を心がけながら適正
な製品販売価格を模索してまいります。生産面では需要に見合った生産に徹しながら在庫増加に歯止め
をかけ、さらには役員報酬の減額を含め聖域を設けずに経費削減を行い、通期での利益確保を図る所存
であります。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 
 流動資産は、前事業年度末に比べ1,024百万円（11.9％）減少し7,610百万円となりました。これは、
10月以降の世界同時不況から売上高が大幅に減少し、売上債権が1,896百万円減少したことに加え、原材
料単価下落と在庫圧縮を進めたことにより棚卸資産が803百万円減少したことによるものです。 
 固定資産は、前事業年度末に比べ826百万円（8.3％）増加し10,823百万円となりました。これは、電
気炉変圧器等の更新に伴う機械装置等の増加によるものです。 
 これにより、総資産は前事業年度末に比べ198百万円（1.1％）減少し18,433百万円となりました。 
  
（負債） 

 流動負債は、前事業年度末に比べ2,304百万円（34.6％）減少し4,353百万円となりました。これは、
スクラップ価格急落と10月以降の減産体制における原材料仕入高の減少が主要因となり、買掛金が3,179
百万円減少したことによるものです。 
 固定負債は、設備更新に伴う設備資金調達を950百万円を実施したことにより有利子負債が537百万円
増加し、2,428百万円となりました。 
 この結果、負債合計は前事業年度末に比べ1,757百万円（20.6％）減少し6,782百万円となりました。 
  
（純資産） 

 純資産合計は、前事業年度末に比べ1,559百万円（15.5％）増加し11,651百万円となりました。これ
は、主として利益剰余金が1,578百円増加したこと等によります。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

(2) 財政状態に関する分析
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②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、投資活動によるキャッシュ・
フローの支出が増加したことにより、前事業年度末に比べ102百万円減少し334百万円となりました。当
事業年度における各キャッシュ・フローの状況と要因は次の通りであります。 
  
（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は2,603百万円（前事業年度比△3.8％減）となりました。収入の主な内
訳は、税引前当期純利益の計上2,963百万円、売上債権の減少額1,896百万円であります。これは、販売
価格を段階的に引き下げたことによりスプレッドが増加したことによるものであります。 
支出の主な内訳は、仕入債務の減少額3,201百万円、法人税等の支払額866百万円であります。これ

は、第3四半期以降の大幅な減産により仕入数量が減少したことに加え、原材料価格が急落したことによ
ります。 
  
（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は3,299百万円（前事業年度比56.9％増）となりました。これは、主に余
剰資金の運用による貸付金の増加1,780百万円、電気炉変圧器等の更新に伴う有形固定資産の取得による
支出1,548百万円であります。 
  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は593百万円となりました。これは、主に設備資金の借入による有利子負
債の増加770百万円と、剰余金の配当による支出174百万円によるものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
     自己資本比率           ：  自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率     ：  株式時価総額／総資産 

     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：  有利子負債／キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ ：  キャッシュ・フロー／利払い 

      （注1）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式除く）により算出しております。 

      （注2）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

      （注3）有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。 

          また、利払いにつきましては、キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

  

当社の配当基本方針は、内部留保の充実を図りながら収益に応じた配当を目標といたしております。 
 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機
関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 
当事業年度の剰余金の配当につきましては、当期純利益は増加したものの、世界経済の急速な悪化から

今後の見通しが不透明であることに加え、環境対策関連の設備投資（加熱炉ガス化等）の予定もあり、内
部留保の重要性も踏まえ、当期末配当金につきましては、１株当たり５円（既に実施いたしました中間配
当金と合わせて年間で１０円）の配当とさせていただく予定であります。 
 次期の剰余金の配当につきましては、企業業績の悪化等により厳しい収益環境が続くと予想されること
から、１株当たり年間６円の配当とさせていただく予定であります。 

  

平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期

自己資本比率 41.2％ 50.0％ 54.7％ 54.2％ 63.2%

時価ベースの自己資本比率 63.7％ 76.6％ 61.2％ 48.6％ 37.8%

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

69.9％ 127.5％ 75.9％ 21.7％ 52.2%

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

64.9倍 49.3倍 94.8倍 371.7倍 306.9倍

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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決算短信に記載した事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下の
ようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断した
ものであります。 
  

①所属する業界、市場動向 

当社の属する普通鋼電炉業界は、鉄スクラップ、副原料等の原料市況をはじめ、製品市況の乱高下の多
い業界であります。当業界は潜在的に供給能力が需要量を上回る傾向にあり、さらに海外要因も加わり原
料、製品価格の変動により業績が大きく変化する可能性があります。 

  

②資産の含み損の存在 

当社は、平成１２年３月期に土地の再評価を実施し、土地の再評価差額金の計上を行っております。当
該土地につきましては地価下落の影響を受ける可能性があります。 

  

③災害や停電等による影響 

当社は、災害等が発生した場合に製造ラインの中断による損害を最小にするため、災害防止活動や定期
的な設備点検を行っております。しかしながら、製造ラインにおいて災害、停電その他の事故による損害
が発生する可能性があります。 

  

 当社を中心とする企業集団は、当社（電気炉製鋼によるビレットと圧延鋼材の製造・販売、溝
形鋼の仕入・販売）子会社（100％出資の㈱コーテツ起業）1社、その他関係会社（当社株式29.19％保
有の三井物産㈱）1社があります。 

  

当社は、環境保全を重視しながら鉄鋼資源の効率的再生システムを極め、高品質を追求し納期管理を
徹底することにより顧客満足度を高め、経済の発展と国民生活の向上に貢献いたします。 
   

変化の激しい普通電炉業界は、海外要因も加わり近年ますます舵取りが難しくなっております。当社
はその中にあって、製造・販売に亘り市況等に機敏に対応すると共にバランスをとりながら運営し、売
上高経常利益率等を高めこれまで以上に効率的経営に努めてまいります。 
  

当社は、形鋼専業メーカーとして顧客ニーズを重視しながら主力の山形鋼販売に注力し、「安全」
「効率」「品質」の飽くなき追求・研鑽を通じて産業界に貢献してまいります。また、環境・資源リサ
イクル等で地域に密着した企業活動を通じて社会貢献を果たしてまいります。 
 製造面では、最適生産量を追求し、深夜電力の有効活用や原単位改善を進めながらコスト・ダウンを
図ってまいります。 
  

①体質の強化 

大きな需要の増加が見込めない中で、当社の有利な立地条件を生かしながら、顧客満足度を高め販
売基盤の拡充を図り、利益体質を強化しながら企業価値の向上に取り組んでまいります。 
  

 ②人材の確保及び育成 

若返りを図りながら技術の伝承を含めた育成や採用活動を積極的に行ってまいります。 

  

(4) 事業等のリスク

2. 企業集団の状況

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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4.【財務諸表】

(1)【貸借対照表】 

（単位：千円） 

前事業年度 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成20年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
至 平成21年3月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 461,822 334,716 

受取手形 1,304,149 － 

売掛金 ※2 3,006,586 ※2 2,414,595 

商品 41,479 － 

製品 785,193 － 

半製品 354,506 － 

商品及び製品 － 774,388 

原材料 775,511 － 

貯蔵品 88,844 － 

原材料及び貯蔵品 － 467,539 

前払費用 2,152 2,652 

未収入金 9,477 4,762 

短期貸付金 1,720,000 3,500,000 

繰延税金資産 84,466 111,415 

その他 63 47 

流動資産合計 8,634,253 7,610,118 

固定資産 

有形固定資産 

建物 3,098,237 3,142,167 

減価償却累計額 △1,959,717 △2,013,163 

建物（純額） 1,138,520 1,129,003 

構築物 456,259 487,530 

減価償却累計額 △350,980 △358,691 

構築物（純額） 105,278 128,838 

機械及び装置 13,046,263 13,722,783 

減価償却累計額 △9,620,616 △9,388,574 

機械及び装置（純額） 3,425,647 4,334,208 

車両運搬具 176,358 186,944 

減価償却累計額 △130,432 △142,806 

車両運搬具（純額） 45,926 44,138 

工具、器具及び備品 1,031,500 1,093,872 

減価償却累計額 △694,722 △759,143 

工具、器具及び備品（純額） 336,777 334,728 

土地 ※4 4,552,590 ※4 4,549,960 

建設仮勘定 153,265 96,418 

有形固定資産合計 ※1 9,758,005 ※1 10,617,296 

無形固定資産 

ソフトウエア 20,036 13,146 

電話加入権 2,283 2,283 

無形固定資産合計 22,320 15,430 

投資その他の資産 

投資有価証券 8,265 18,265 

関係会社株式 60,000 60,000 

出資金 13,700 13,700 

長期貸付金 10,000 － 

差入保証金 8,234 8,194 

前払年金費用 42,206 10,882 

会員権 4,938 4,100 

その他 69,850 75,683 

投資その他の資産合計 217,194 190,825 
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固定資産合計 9,997,520 10,823,553 

資産合計 18,631,773 18,433,672 

負債の部 

流動負債 

支払手形 578 － 

買掛金 ※1, ※2 4,056,607 ※1, ※2 876,942 

短期借入金 ※1 300,000 ※1 300,000 

1年内返済予定の長期借入金 ※1 115,452 ※1 347,942 

未払金 ※1 1,574,636 ※1 1,781,223 

未払法人税等 405,921 795,235 

未払消費税等 29,264 88,697 

未払費用 20,214 15,926 

預り金 30,173 26,104 

賞与引当金 97,010 93,360 

役員賞与引当金 26,000 26,000 

その他 2,595 2,224 

流動負債合計 6,658,454 4,353,655 

固定負債 

長期借入金 ※1 172,446 ※1 710,381 

役員退職慰労引当金 47,661 53,732 

環境対策引当金 153,353 153,353 

再評価に係る繰延税金負債 ※4 1,490,686 ※4 1,506,627 

繰延税金負債 16,882 4,400 

固定負債合計 1,881,029 2,428,494 

負債合計 8,539,483 6,782,150 

純資産の部 

株主資本 

資本金 2,453,000 2,453,000 

資本剰余金 

資本準備金 981,690 981,690 

資本剰余金合計 981,690 981,690 

利益剰余金 

利益準備金 21,000 21,000 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 4,411,104 5,989,400 

利益剰余金合計 4,432,104 6,010,400 

自己株式 △10,534 △12,528 

株主資本合計 7,856,259 9,432,562 

評価・換算差額等 

土地再評価差額金 ※4 2,236,030 ※4 2,218,959 

評価・換算差額等合計 2,236,030 2,218,959 

純資産合計 10,092,289 11,651,522 

負債純資産合計 18,631,773 18,433,672 
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(2)【損益計算書】 

（単位：千円） 

前事業年度 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成20年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
至 平成21年3月31日) 

売上高 

商品及び製品売上高 18,950,529 18,842,285 

売上高合計 ※1 18,950,529 ※1 18,842,285 

売上原価 

商品及び製品期首たな卸高 900,785 826,673 

当期商品仕入高 579,977 500,577 

当期製品製造原価 14,710,484 ※2 13,915,745 

合計 16,191,247 15,242,995 

他勘定振替高 ※2 1,063 ※2 1,622 

商品及び製品期末たな卸高 826,830 559,063 

製品売上原価 15,363,352 14,682,309 

原材料売上原価 2,068 4,023 

売上原価合計 ※1 15,365,420 ※1 14,686,333 

売上総利益 3,585,108 4,155,952 

販売費及び一般管理費 

運賃 661,559 528,224 

役員報酬 83,550 86,850 

役員退職慰労引当金繰入額 16,538 13,831 

役員賞与引当金繰入額 26,000 26,000 

従業員給料及び賞与 73,409 68,702 

賞与引当金繰入額 13,522 11,912 

雑給 106,337 112,638 

減価償却費 24,068 24,008 

支払手数料 85,486 53,365 

その他 ※2 135,210 141,453 

販売費及び一般管理費合計 1,225,683 1,066,987 

営業利益 2,359,424 3,088,965 

営業外収益 

受取利息 3,223 9,421 

受取賃貸料 ※1 2,975 ※1 713 

作業くず売却益 1,942 2,955 

仕入割引 26,799 33,312 

その他 ※1 11,767 ※1 2,491 

営業外収益合計 46,708 48,895 

営業外費用 

支払利息 7,557 7,959 

売上割引 7,205 8,526 

その他 ※2 8,297 ※2 4,425 

営業外費用合計 23,061 20,911 

経常利益 2,383,072 3,116,948 

特別利益 

固定資産売却益 ※3 2,692 ※3 2,994 

特別利益合計 2,692 2,994 

特別損失 

固定資産除却損 ※4 59,768 ※4 153,358 

減損損失 ※5 7,750 ※5 2,630 

会員権評価損 3,900 704 

特別損失合計 71,418 156,692 

税引前当期純利益 2,314,345 2,963,250 

法人税、住民税及び事業税 939,967 1,251,337 

法人税等調整額 △8,607 △39,887 

法人税等合計 931,360 1,211,449 

当期純利益 1,382,985 1,751,800 
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(3)【株主資本等変動計算書】 

（単位：千円） 

前事業年度 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成20年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
至 平成21年3月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 2,453,000 2,453,000 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 2,453,000 2,453,000 

資本剰余金 

資本準備金 

前期末残高 981,690 981,690 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 981,690 981,690 

資本剰余金合計 

前期末残高 981,690 981,690 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 981,690 981,690 

利益剰余金 

利益準備金 

前期末残高 21,000 21,000 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 21,000 21,000 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

前期末残高 3,201,289 4,411,104 

当期変動額 

剰余金の配当 △174,221 △174,177 

当期純利益 1,382,985 1,751,800 

土地再評価差額金の取崩 1,050 673 

当期変動額合計 1,209,814 1,578,296 

当期末残高 4,411,104 5,989,400 

利益剰余金合計 

前期末残高 3,222,289 4,432,104 

当期変動額 

剰余金の配当 △174,221 △174,177 

当期純利益 1,382,985 1,751,800 

土地再評価差額金の取崩 1,050 673 

当期変動額合計 1,209,814 1,578,296 

当期末残高 4,432,104 6,010,400 

自己株式 

前期末残高 △8,106 △10,534 

当期変動額 

自己株式の取得 △2,428 △1,993 

当期変動額合計 △2,428 △1,993 

当期末残高 △10,534 △12,528 

株主資本合計 

前期末残高 6,648,873 7,856,259 

当期変動額 

剰余金の配当 △174,221 △174,177 

当期純利益 1,382,985 1,751,800 

自己株式の取得 △2,428 △1,993 

土地再評価差額金の取崩 1,050 673 

当期変動額合計 1,207,386 1,576,302 

東京鋼鐵株式会社（5448）　平成21年3月期決算短信（非連結）

－9－



当期末残高 7,856,259 9,432,562 

評価・換算差額等 

土地再評価差額金 

前期末残高 2,237,080 2,236,030 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,050 △17,070 

当期変動額合計 △1,050 △17,070 

当期末残高 2,236,030 2,218,959 

評価・換算差額等合計 

前期末残高 2,237,080 2,236,030 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,050 △17,070 

当期変動額合計 △1,050 △17,070 

当期末残高 2,236,030 2,218,959 

純資産合計 

前期末残高 8,885,953 10,092,289 

当期変動額 

剰余金の配当 △174,221 △174,177 

当期純利益 1,382,985 1,751,800 

自己株式の取得 △2,428 △1,993 

土地再評価差額金の取崩 1,050 673 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,050 △17,070 

当期変動額合計 1,206,336 1,559,232 

当期末残高 10,092,289 11,651,522 
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円） 

前事業年度 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成20年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
至 平成21年3月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益 2,314,345 2,963,250 

減価償却費 683,001 770,623 

減損損失 7,750 2,630 

賞与引当金の増減額（△は減少） 536 △3,650 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2,000 － 

前払年金費用の増減額（△は増加） △3,040 31,323 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △17,841 6,071 

受取利息及び受取配当金 △3,223 △9,421 

支払利息 7,557 7,959 

固定資産除売却損益（△は益） △2,692 △2,994 

固定資産除却損 59,768 136,053 

会員権評価損 3,900 704 

売上債権の増減額（△は増加） △393,519 1,896,140 

たな卸資産の増減額（△は増加） △121,391 810,606 

その他の資産の増減額（△は増加） 43,456 5,808 

仕入債務の増減額（△は減少） 1,047,385 △3,201,315 

未払消費税等の増減額（△は減少） 29,264 59,432 

その他の負債の増減額（△は減少） 19,542 △4,293 

小計 3,672,799 3,468,928 

利息及び配当金の受取額 3,223 9,374 

利息の支払額 △7,282 △8,484 

固定資産解体費用 △5,518 － 

法人税等の支払額 △956,522 △866,365 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,706,699 2,603,453 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出 △60,000 △105,000 

定期預金の払戻による収入 70,000 130,000 

有形固定資産の取得による支出 △418,844 △1,548,619 

有形固定資産の売却による収入 2,870 12,300 

無形固定資産の取得による支出 △3,250 △2,422 

貸付けによる支出 △4,620,000 △13,860,000 

貸付金の回収による収入 2,900,013 12,080,000 

その他の支出 △16,389 △16,650 

その他の収入 43,046 10,950 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,102,553 △3,299,442 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入れによる収入 2,958,681 1,530,000 

短期借入金の返済による支出 △3,528,681 △1,530,000 

長期借入れによる収入 － 1,020,000 

長期借入金の返済による支出 △135,452 △249,575 

自己株式の取得による支出 △2,428 △1,993 

配当金の支払額 △173,651 △174,548 

財務活動によるキャッシュ・フロー △881,531 593,883 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △277,386 △102,105 

現金及び現金同等物の期首残高 714,208 436,822 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 436,822 ※1 334,716 
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該当事項はありません。 

  

 

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

(6)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成19年4月 1日
至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式 

  移動平均法による原価法を採用し 

  ております。 

その他有価証券 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用し 

  ております。

子会社株式 

  同左 

   

その他有価証券 

 時価のないもの 

  同左 

  

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法

― デリバティブ 

 時価法

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

移動平均法による原価法によっており

ます。

移動平均法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）によって

おります。

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第9

号 平成18年7月5日公表分）を適用し

ております。 

これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ2,207千

円減少しております。

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建    物  8～36年 

機械及び装置  7～14年

（会計方針の変更）

当事業年度より、法人税法の改正

((所得税法等の一部を改正する法

律 平成19年3月30日 法律第6

号)及び(法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年3月30日

政令第83号))に伴い、平成19年4

月1日以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。 

なお、この変更に伴う営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響は軽微であります。

（追加情報）

当事業年度より、法人税法の改正

に伴い、平成19年3月31日以前に

取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した翌年

から5年間で均等償却する方法に

よっております。  

これにより、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益がそれぞれ

69,011千円減少しております。

(1) 有形固定資産 

  （リース資産を除く）

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建    物  8～36年 

機械及び装置  5～14年

（追加情報）
有形固定資産の耐用年数の変更

当社の機械装置については、従
来、耐用年数を7年～14年として
おりましたが、当事業年度より5
年～14年に変更しました。 
この変更は、平成20年度の税制改
正を契機に耐用年数を見直しした
ことによるものであります。 
これにより営業利益、経常利益及
び税引前当期純利益は、それぞれ
17,209千円減少しております。

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によってお

ります。

(2) 無形固定資産 

  （リース資産を除く）

同左
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項目
前事業年度

(自 平成19年4月 1日 
 至 平成20年3月31日)

当事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日)

 ― (3) リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引
に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減
価償却方法と同一の方法を採用して
おります。

所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法を採用してお
ります。

なお、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引のうち、リース取引
開始日が平成20年3月31日以前のリー
ス取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によ
っております。

５ 引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

従業員に対する賞与に充てるため

翌期支給見込額のうち当事業年度

負担額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金

役員に対する賞与に充てるため翌

期支給見込額のうち当事業年度負

担額を計上しております。

(1) 賞与引当金

同左 

  

 

(2) 役員賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。 

なお、会計基準変更差異(422,700

千円)については15年による按分

額を費用処理しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金 

  同左 

  

 

(5)環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適

正な処理の推進に関する特別措置

法」により、今後発生が見込まれ

るPCB廃棄物の処理費用に充てる

ため、その所要見込額を計上して

おります。

(5) 環境対策引当金 

  同左

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

―
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   会計処理方法の変更 

 
  

 

項目
前事業年度

(自 平成19年4月 1日 
 至 平成20年3月31日)

当事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日)

７ ヘッジ会計の方法 ― (1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金

(3) ヘッジ方針 

金利変動リスクを一定の範囲でヘッ

ジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件を満たしている金利

スワップ取引については、有効性の

評価を省略しております。

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は手許現金、

要求払預金及び取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

短期的な投資からなっております。

  同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。

消費税等の処理方法 

  同左

(7)【重要な会計方針の変更】

前事業年度 
(自 平成19年4月 1日 
 至 平成20年3月31日)

当事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日)

― （リース取引に関する会計基準等） 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ておりましたが、当事業年度より「リース取引に関す
る会計基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日
（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改
正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日
（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年3
月30日改正））を適用しております。 
なお、リース会計基準の改正適用初年度開始前の所有
権移転外ファイナンス・リース取引については、引き
続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理に
よっております。 
これによる損益に与える影響はありません。 
 

 表示方法の変更

前事業年度
(自 平成19年4月 1日
至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

（貸借対照表） 

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示し

ていた「短期貸付金」は、金額的重要性が増したため

区分掲記することに変更しました。 

 なお、前事業年度における「短期貸付金」の金額は

13千円であります。 

 

（貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年8月7日内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度に

おいて、「商品」「製品」「半製品」として掲記され

ていたものは、当事業年度から「商品及び製品」と

し、「原材料」「貯蔵品」として掲記されていたもの

は、当事業年度から「原材料及び貯蔵品」と一括して

掲記しております。なお、当事業年度に含まれる「商

品」「製品」「半製品」「原材料」「貯蔵品」は、そ

れ ぞ れ 25,351 千 円、533,712 千 円、215,324 千 円、

327,300千円、140,238千円であります。
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(8)【財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成20年3月31日)

当事業年度 
(平成21年3月31日)

 

※１ 資産につき設定している担保権の明細 
 (1) 担保に供している資産

千円 千円

土地 4,510,590 ( 4,369,590)

建物 1,137,007 ( 1,137,007)

構築物 105,278 ( 105,278)

機械及び装置 3,425,647 ( 3,425,647)

工具器具及び備品 893 ( 893)

計 9,179,417 ( 9,038,417)

（ ）は工場財団組成分であり、内数である。
 

※１ 資産につき設定している担保権の明細 
 (1) 担保に供している資産

千円 千円

土地 4,508,960 (4,368,960)

建物 1,078,658 (1,078,658)

構築物 128,176 (128,176)

機械及び装置 4,330,798 (4,330,798)

工具器具及び備品 669 (669)

計 10,047,263 (9,907,263)

（ ）は工場財団組成分であり、内数である。

 (2) 担保付債務

千円

短期借入金 300,000

１年内返済予定の長期借入金 115,452

長期借入金 172,446

買掛金 2,849,670

未払金 15,225

計 3,452,794

(2) 担保付債務

千円

短期借入金 300,000

１年内返済予定の長期借入金 327,942

長期借入金 640,381

買掛金 466,459

未払金 1,974

計 1,736,757

※２ 関係会社に係る注記
      区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

売掛金 411,068千円

買掛金 2,849,670千円

※２ 関係会社に係る注記
   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

売掛金 142,140千円

買掛金 647,345千円

 ３ 偶発債務 
 (1) 銀行借入に対する保証債務

従業員(住宅資金) 1,873千円

３ 偶発債務
 (1) 銀行借入に対する保証債務

従業員(住宅資金) 1,188千円

※４ 土地の再評価について
     「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成11年3月31日改正)に

基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額

のうち法人税その他利益に関する金額を課税標準と

する税金に相当する金額である「再評価に係る繰延

税金負債」を負債の部に計上し、当該繰延税金負債

を控除した金額を「土地再評価差額金」として資本

の部に計上しております。

※４ 土地の再評価について
   同左

再評価を行った年月日 平成12年3月31日 再評価を行った年月日 平成12年3月31日

 

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 4,552,590千円

当該事業用土地の当事業年度末におけ
る時価

2,734,590千円

     差額 1,818,000千円
 

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 4,549,960千円

当該事業用土地の当事業年度末におけ
る時価

2,646,960千円

    差額 1,903,000千円

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 同法律第３条第３項に定める再評価の方法

  「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年3月

31日公布政令第119号)第２条第５号に定める「不動

産鑑定士による鑑定評価」により算出した価格に基

づいて時点修正等合理的な調整を行って算定してお

ります。

  同左
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年4月 1日
至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

※１ 関係会社との取引に係わるもの

    関係会社との取引に係わるものが、次のとおり

含まれております。

売上高 5,705,778千円

原材料等仕入高 6,269,109千円

商品仕入高 572,608千円

受取賃貸料 2,640千円

その他の営業外収益 1千円

※１ 関係会社との取引に係わるもの

    関係会社との取引に係わるものが、次のとおり

含まれております。

売上高 6,062,133千円

原材料等仕入高 4,694,982千円

商品仕入高 494,576千円

受取賃貸料 600千円

その他の営業外収益 400千円

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 35千円

営業外費用 1,027千円

計 1,063千円

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

当期製品製造原価 8千円

営業外費用 1,614千円

計 1,622千円

 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 2,692千円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 10,442千円

構築物 448千円

機械及び装置 47,289千円

車両運搬具 135千円

工具、器具及び備品 418千円

ソフトウェア 1,034千円

計 59,768千円

 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 2,994千円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 7,592千円

構築物 477千円

機械及び装置 141,579千円

車両運搬具 6千円

工具、器具及び備品 2,902千円

ソフトウェア 799千円

計 153,358千円

※５ 減損損失 ※５ 減損損失

（１）当社は電炉事業に使用している固定資産について

は、すべての資産が一体となってキャッシュ・フ

ローを生成していることから、全体を１つの資産

グループとして、遊休資産については、個別物件

単位でグルーピングしております。当事業年度に

おいて当社は下記の遊休資産について減損損失を

計上しております。

（１）当社は電炉事業に使用している固定資産について

は、すべての資産が一体となってキャッシュ・フ

ローを生成していることから、全体を１つの資産

グループとして、遊休資産については、個別物件

単位でグルーピングしております。当事業年度に

おいて当社は下記の遊休資産について減損損失を

計上しております。

       用途 資材置場跡地他        用途 資材置場跡地他

       場所 栃木県小山市他        場所 栃木県小山市他

       種類 土地        種類 土地

（２）遊休資産たる土地について地価の下落により帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（7,750千円）として特別損失に計上しま

した。なお、当該遊休資産の回収可能価額は、正

味売却価額により測定しており、正味売却価額は

第三者による鑑定評価を基礎として算定しており

ます。

（２）遊休資産たる土地について地価の下落により帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（2,630千円）として特別損失に計上しま

した。なお、当該遊休資産の回収可能価額は、正

味売却価額により測定しており、正味売却価額は

第三者による鑑定評価を基礎として算定しており

ます。
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（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加  4,250株 

  

   該当事項はありません。  
  

 
  

    次のとおり、決議予定しております。 

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株)      17,446,000    ―    ―      17,446,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株)        22,800         4,250    ―            27,050

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 87,116 5 平成19年3月31日 平成19年6月29日

平成19年11月9日 
取締役会

普通株式 87,105 5 平成19年9月30日 平成19年12月11日

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 87,094 5 平成20年3月31日 平成20年6月30日
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（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加    4,200 株 

  

   該当事項はありません。  
  

 
  

 
  

 
  

当事業年度(自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株)      17,446,000    ―    ―      17,446,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株)        27,050           4,200 ―        31,250

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月27日 
定時株主総会

普通株式 87,094 5 平成20年3月31日 平成20年6月30日

平成20年11月5日 
取締役会

普通株式 87,082 5 平成20年9月30日 平成20年12月8日

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 87,073 5 平成21年3月31日 平成21年6月29日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年4月 1日
至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 461,822千円

預入期間が３か月を超える 
定期預金

△25,000千円

現金及び現金同等物 436,822千円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 334,716千円

預入期間が３か月を超える 
定期預金

－千円

現金及び現金同等物 334,716千円

東京鋼鐵株式会社（5448）　平成21年3月期決算短信（非連結）

－18－



 
  

前事業年度（平成20年3月31日現在） 

１ 時価評価されていない有価証券 

  その他有価証券 

 
  

当事業年度（平成21年3月31日現在） 

１ 時価評価されていない有価証券 

  その他有価証券 

 
  

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成19年4月 1日
至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

車両運搬具 16,603 10,938 5,665

工具、器具及
び備品

4,351 1,709 2,641

ソフトウエア 16,680 11,954 4,726

合計 37,634 24,601 13,032

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

車両運搬具 16,603 16,212 390

工具、器具及
び備品

4,351 2,331 2,020

ソフトウエア 16,680 15,290 1,390

合計 37,634 33,833 3,800

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

  同左

② 未経過リース料期末残高相当額

1年以内 9,232千円

1年超 3,800千円

合計 13,032千円

② 未経過リース料期末残高相当額

1年以内 2,402千円

1年超 1,398千円

合計 3,800千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。

  同左

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 10,795千円

減価償却費相当額 10,795千円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 9,232千円

減価償却費相当額 9,232千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。

④ 減価償却費相当額の算定方法

  同左 

 

（減損損失について）

  同左

(有価証券関係)

内容
貸借対照表計上額 

(千円)

非上場株式 8,265

内容
貸借対照表計上額 

(千円)

非上場株式 18,265
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決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

前事業年度（自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

 
(注) １．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

    ① 製品の販売についての価格その他の条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によって 

 います。 

    ② 原材料等の購入については、市場価格等を勘案し購入価格を提示して購入しております。 

 ３．工場財団として有形固定資産9,038,417千円を担保に供しており、買掛金及び未払金がその担保に対応する

債務です。         

  

 
(注) １．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

    ① 副産物の販売についての価格その他の条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によって 

 います。 

    ② 作業請負については、作業内容を勘案し毎期契約を締結しております。 

    ③ 賃貸料については、事務所等を賃貸しており、周辺の取引実態に基づいて決定しております。 

  

(デリバティブ取引関係)

(持分法損益等)

(関連当事者情報)

前事業年度(自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日)

 (1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等の
被所有割合 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他 
の関係 
会社

三井物産
㈱

東京都 
千代田区

337,543,942 総合商社 直接 29.3 なし

当社製品
の販売と 
原材料等
の購入

製品の販売 5,703,811

売掛金 411,068

未払金 13,125

原材料等の
購入

6,434,039

買掛金 2,849,670

未払金 2,060

 (2) 子会社等

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等の
所有割合 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
㈱コーテ
ツ起業

栃木県 
小山市

60,000
金属精錬 
業

直接 100
兼任

3名

製鋼・圧
延等の作 
業請負他

副産物の販
売

1,966 売掛金 ―

作業請負 407,679 未払金 67,248

賃貸料等 2,641 ― ―

資金の預り 20,000 預り金 20,000
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(注) １．上記金額のうち、売上債権の譲渡の取引金額及び売掛金の期末残高は消費税等を含んで表示しておりま

す。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     資金の貸付及び貸付利息に係る条件は、市場金利等を勘案し利率を合理的に設定しております。 

  

 
(注) １．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     原材料等の購入については、市場価格等を勘案し購入価格を提示して購入しております。 

３．三井物産非鉄販売株式会社と合併し、平成20年4月1日付けで三井物産メタルズ株式会社に社名変更してお

ります。 

  

 (3) 兄弟会社等

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社の
子会社

三井物産 
フィナン 
シャルサ 
ービス㈱

東京都 
千代田区

2,000,000
金融サービ

ス業
― なし

資金回収
・運用等

売上債権の
譲渡

5,409,250 売掛金 1,406,791

資金の貸付 4,620,000
短期 
貸付金

1,720,000

利息の受取 2,658 ― ―

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等の
被所有割合 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他 
の関係 
会社の 
子会社

三井物産
金属原料
㈱

東京都 
千代田区

1,500,000 総合商社 ― なし
原材料の
購入

原材料等の
購入

454,191

買掛金 250,683

未払金 295

東京鋼鐵株式会社（5448）　平成21年3月期決算短信（非連結）

－21－



当事業年度(自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日) 

（追加情報） 

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）
及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17
日）を適用しております。 
 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

１ 関連当事者との取引 

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

 
(注) １．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 ① 製品の販売についての価格その他の条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっていま

す。 

 ② 原材料等の購入については、市場価格等を勘案し購入価格を提示して購入しております。 

 ３．工場財団として有形固定資産9,907,263千円を担保に供しており、買掛金及び未払金がその担保に対応する

債務です。 

  

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

 
(注) １．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 ① 副産物の販売についての価格その他の条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によって 

 います。 

 ② 作業請負については、作業内容を勘案し毎期契約を締結しております。 

 ③ 賃貸料については、事務所等を賃貸しており、周辺の取引実態に基づいて決定しております。 

   

種類

会社等 

の名称又

は氏名

所在地

資本金又 

は出資金 

(千円)

事業の 

内容 

又は職業

議決権等の 

被所有割合 

(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 

(千円)
科目

期末残高 

(千円)

その他 

の関係 

会社

三 井 物 産

㈱

東京都 

千代田区
339,626,747総合商社 直接 29.3

当社製品の販売と 

原材料等の購入

製品の販売 6,060,634 売掛金 141,164

原材料等の 

購入
4,814,159

買掛金 466,459

未払金 1,942

種類

会社等 

の名称又

は氏名

所在地

資本金又 

は出資金 

(千円)

事業の 

内容 

又は職業

議決権等の 

所有割合 

(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 

(千円)
科目

期末残高 

(千円)

子会社
㈱ コ ー テ

ツ起業

栃木県 

 小山市
60,000 金属精錬業 直接 100

製鋼・圧延等の 

作業請負他

副産物の 

販売
1,498 売掛金 －

作業請負 375,399 未払金 58,525

賃貸料等 1,000 買掛金 90

資金の預り 20,000 預り金 20,000

経費立替 615 立替金 47
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(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

 
(注) １．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 ① 資金の貸付及び貸付利息に係る条件は、市場金利等を勘案し利率を合理的に設定しております。 

 ② 製品の販売についての価格その他の条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっていま

す。 

 ③ 原材料等の購入については、市場価格等を勘案し購入価格を提示して購入しております。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 該当事項はありません。 

  

 
  

種類

会社等 

の名称又

は氏名

所在地

資本金又 

は出資金 

(千円)

事業の 

内容 

又は職業

議決権等の 

被所有割合 

(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 

(千円)
科目

期末残高 

(千円)

その他

の関係

会社の

子会社

三井物産

フィナン

シャル・

サービス

㈱

東京都 

千代田区
2,000,000

金融 

サービス業
－ 資金回収・運用等

売上債権の 

譲渡
6,639,852 売掛金 1,003,943

資金の貸付 13,860,000
短期 

貸付金
3,500,000

利息の受取 8,802 未収入金 47

その他

の関係

会社の

子会社

三井物産

メタルズ

㈱

東京都 

中央区
1,500,000 商社 － 原材料の購入

原材料等の 

購入
423,642

買掛金 180,885

未払金 1,323

その他

の関係

会社の

子会社

三井物産

スチール

㈱

東京都 

港区
2,400,000 商社 － 当社製品の販売 製品の販売 66,630 売掛金 976

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成20年3月31日)

当事業年度 
(平成21年3月31日)

 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

   賞与引当金 38,804千円

   未払事業税 29,960千円

   会員権評価損 57,105千円

   減損損失 54,618千円

   環境対策引当金 61,341千円

   役員退職慰労引当金 19,064千円

   役員賞与引当金 10,400千円

   その他 5,501千円

繰延税金資産小計 276,795千円

評価性引当額 △192,329千円

繰延税金資産合計 84,466千円

２ 繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金負債

   前払年金費用 16,882千円

繰延税金負債小計 16,882千円

繰延税金負債合計 16,882千円

３ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が、法定実効税率の百分の五以下

であるため注記を省略しております。

 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

  賞与引当金 37,754千円

  未払事業税 57,966千円

  会員権評価損 58,018千円

  減損損失 55,117千円

  環境対策引当金 62,015千円

  役員退職慰労引当金 21,729千円

  役員賞与引当金 10,514千円

  その他 5,381千円

繰延税金資産小計 308,499千円

評価性引当額 △197,083千円

繰延税金資産合計 111,415千円

２ 繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金負債

  前払年金費用 4,400千円

繰延税金負債小計 4,400千円

繰延税金負債合計 4,400千円

３ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 同左
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前事業年度（自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

(退職給付関係)

前事業年度
(自 平成19年4月 1日
至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

 

 

１採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金

制度を設けております。

２退職給付債務及びその内訳

(1)退職給付債務 367,455千円

(2)年金資産 212,401千円

(3)未積立退職給付債務 155,053千円

(4)会計基準変更時差異の未処理額 197,260千円

(5)前払年金費用 42,206千円

当社は退職給付会計において、簡便法を採用してお

ります。

３退職給付費用の内訳

勤務費用 64,552千円

会計基準変更時差異の費用処理額 28,180千円

（注）上記勤務費用には中小企業退職金共済に係る拠

出金6,330千円が含まれております。

４退職給付債務の計算根拠

 会計基準変更時差異の処理年数       15年

 

 

１採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けております。

２退職給付債務及びその内訳

(1)退職給付債務 342,690千円

(2)年金資産 184,492千円

(3)未積立退職給付債務 158,197千円

(4)会計基準変更時差異の未処理額 169,080千円

(5)前払年金費用 10,882千円

当社は退職給付会計において、簡便法を採用してお

ります。

３退職給付費用の内訳

勤務費用 103,158千円

会計基準変更時差異の費用処理額 28,180千円

（注）上記勤務費用には中小企業退職金共済に係る拠

出金6,805千円が含まれております。

４退職給付債務の計算根拠

 会計基準変更時差異の処理年数       15年

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)
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(注) 算定上の基礎 

１．1株当たり純資産額 

 
  

２．1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益 

 
  

前事業年度（自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成19年4月 1日
至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

1株当たり純資産額 579円39銭 669円06銭

1株当たり当期純利益 79円39銭 100円58銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期

純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後1株当たり当期

純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。

項目
前事業年度

 (平成20年3月31日)
当事業年度 

 (平成21年3月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 10,092,289 11,651,522

普通株式に係る純資産額（千円） 10,092,289 11,651,522

普通株式の発行済株式数（千株） 17,446 17,446

普通株式の自己株式数（千株） 27 31

1株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数
（千株）

17,418 17,414

項目
前事業年度

(自 平成19年4月 1日
至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

損益計算書上の当期純利益（千円） 1,382,985 1,751,800

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,382,985 1,751,800

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,421 17,416

(重要な後発事象)
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①代表者の異動 
 該当事項はありません。 

  
②その他の役員の異動（平成21年6月26日付予定） 
 新任取締役候補 
  取締役 製造部長         安保 義久   現職 製造部長 
  取締役 経理部長兼総務部長    小口 芳一   現職 経理部長 
  
 昇格取締役 
  専務取締役            新野 善行   現職 常務取締役総務部長 
  常務取締役工場長兼工務部長    中野 收    現職 取締役副工場長兼工務部長 
  
 退任予定取締役 
  常務取締役兼㈱コーテツ起業社長  早川 稔 

    （退任後、株式会社コーテツ起業社長に就任予定）     
  常務取締役工場長         西山 雅俊 

    （退任後、当社顧問就任予定） 

  

比較生産実績 

 
  

比較販売実績 

5. その他

(1) 役員の異動

(2) その他

前事業年度 当事業年度

自：平成19年4月 1日 自：平成20年4月 1日

至：平成20年3月31日 至：平成21年3月31日

品目 数量（トン） 数量（トン）

鋼材 196,330 147,148

ビレット 260,161 180,244

計 456,491 327,392

前事業年度 当事業年度

自：平成19年4月 1日 自：平成20年4月 1日

至：平成20年3月31日 至：平成21年3月31日

品目 数量（トン） 金額（千円） 数量（トン） 金額（千円）

鋼材 207,706 14,782,342 154,871 15,578,426

ビレット 69,157 4,166,219 37,306 3,256,702

その他 － 1,966 － 7,156

計 276,864 18,950,529 192,178 18,842,285
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